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経済厚生の計測性と集計
嶋　村　紘　輝
I　は　じ　め　に
　消費者余剰，生産老余剰ないし経済的地代等のr経済的余剰」の問題にっい
ては，その概念の理論的有効性ならびに経済厚生測定への実際的応用の両面で，
前世紀より重要かつ活発な論議が繰り返されてきた。この経済的余剰全般に関
する研究の発展は，たとえぱCurrie・Murphy・Schmitz〔3〕の優れた展望
論文によって，Depuit〔5〕，Marsha11〔9〕から始まり1970年まで首尾よく跡
付けることができるが，本稿では，特に最近の（1970年代の）研究の進展に注
目したがら，消費者余剰の概念を基礎にして経済厚生がどのように現実のデー
タから計測されうるかという間題を考察する。その分析を通じ，伝統的た消費
着余剰の概念がいかなる条件のもとで，経済厚生の変化を評価する実践的手段
とLて高い有用性をもつことに在るかを明らかにしたい。
　本稿においては，個人の貨幣所得および多数の財の価格が変化する場合を含
みうる一般均衡的在枠組みの中で，経済厚生の計測可能性の問題を扱う。また
経済厚生を計測するために，「マーシャル的な消費者余剰」，つまり消費考があ
る財を得るために麦払ってもよいとする最犬額と実際に支払う金額との差額を
普通需要曲線の左側の面積によって把握する考え方のほかに，Hicks〔6，7〕の
消費者余剰概念である「補償変化」と「等価変化」を用いる。以下ではこれら
の概念を広義に解釈し，前考は，所得変化ないL価格変化から生じる消費者の
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効用変化をちょうど相殺するのに必要な所得の変化，とみなす。これに対し後
考は・所得変化ないし価格変化によ？てひき起こされるのとちょうど同じ効用
の変化を実現するような当初あ状態での所得の変化，と定義する。
　まず次節で，ある個人が多数の財を消費する状況を想定し，経済政策の変更，
政府プロジェクトの実施，租税の存在，独占化等各種の経済変化がもたらす効
用の変化は，一般的にどのような形で表現されるかを探る。さらに，その公式
に基づいて効用変化の貨幣的評価を見出すには，いかなる難点が内在するかを
簡単に述べ私次に・効用変化の貨幣的評価はどんな条件が成り立つとき実際
に観察可能なデータから求められるかを検討する。所得の限界効用が価格と所
得から独立であるという意味で一定の場合，およびそれ誠所得からのみ独立で
あるという意味で一定の場合を第皿節で取り上げ，続いて第w節においては，
各財の需要の所得弾力性が一定かつ均等であるものと仮定し，各々の場合に経
済厚生の変化はどのようにして計測されうるかを解明する。その後第Y節では，
複数の個人を含む状況に分析の枠組みを拡張し，いかなる条件のもとで，個人
の効用変化を集計することにより経済全体の厚生の変化が計溺可能となるかを
検討する。
皿　個人の効用変化の貨幣的尺度
　経済変化の効果を評価するには，それが人々の効用水準にどのような影響を
与えるかを知ることを要するが，通常は直接に個人の効用関数を観察すること
はできない。そこで・価格，消費量，支出額，あるいは需要関数に関連する各
穫のバラメーターを用いて，人々の効用変化を把握することが必要になるわげ
である。はじあに本節では，ある一人の個人（たいしは，同じ選好を有する個
人の集団）が多数の財を消費する経済を想定して，経済変化に伴う効用の変化
は一般的にどのような形で表現できるかを提示したい。同時に，実際の計測を
行なう際には，いかなる問題点が潜んでいるかを指摘する。
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　ある特定の個人が〃種の財を消費し，消費の外部効果は存在Lないものと考
えよう。各財の消費量を期（｛；1，……，〃）で示せば，この個人の観察不可能
な直接効用関数は，
　　σ＝σ（幼，・…・・，”珂）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
のように書ける。ただし，∂σ／∂娩＞O（タ＝1，……，〃）とする。さらに，それ
ぞれの財に対する需要に関し独占力はないものとみなせば，各財の市場価格
かは傾人にとって所与の条件とたり，予算制約式は
　　　　刑　　ツ＝Σ伽期　　　　　　　　　　　　　　　　（2）　　　　｛；1
と表わせる。ここでツは，個人の麦出可能な貨幣所得額である。したがって，
ラグランジェ関数工宮σ（伽，……，κ何）十2（ツーΣ力舳）　を構成すれば，個
人の効用極大化の1階条件は周知の通り
　　∂σ　　一＝抄　　6＝1，……，〃　　　　　　　　　　（3）　　∂峨
として導ける。ただし，ラグラソジェ棄数1は所得の隈界効用を意味する。
　さて，個人の効用の徴小な動きを捉えるため（1）式を全徴分すると，
　　　　　弼∂σ　　∂σ＝Σ一6狛　　　　　伺∂蛾
のようになる。個人は劾用種1大化行動に従5と想定し，上式に効用極大化条件
（3）を代入すれば，個人の徴小た効用変化は，
　　　　　　砲　　〃＝λΣか伽　　　　・　　　　　　　　　　（4）　　　　　｛昌1
と表現することができよう。童た，個人の予算制約式f2）を全徴分すると，
　　　　　旭　　　　　　　　　　　　掘
　　勿＝Σか伽十Σ：蛎妙　　　　　　　　　　　　（5）
　　　　｛＝1　　　　　　　乱一1
の関数が得られるから，これより　Σ伽伽＝め一Σ幼φ　を（4）式に代入
　　　　　　　　　　　　　　　　｛　　　　　　　　　　　　　屯
すれば，個人の徴小な劾用変化は，
　　　　　　　　抑　　〃＝1〔め一Σ狛妙〕　　　　　　　　　　．　（6）
　　　　　　　　i＝1
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のように表わすこともできる。ω各変数が徴小在動きを示す場合には，（4）式な
いし（6）式から，個人の効用変化は所得の隈界効用（λ）と効用変化の貨幣的
評価（Σか伽，あるいは勿一Σ幼φ）との積によって把握されうることが
　　　｛　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛
わかる。なお以下においては，（6）式の関係を中心に考察を進めることにしたい。
　（6）式に表われている蛎は，観察可能な第6財に対する需要量を，また2は
所得の限界効用を表わ丸幼とλの値は，効用極犬化条件（3）と予算制約式
（2）を解くことにより求められ，一般に各財の価格ク＝⑦・，……，加）と個人の
所得額〃こ依存することがわかる！2〕。すなわち，
　　蛾＝娩⑦・，……，加，ツ）呂幼⑫，ツ）　｛＝1，……，〃　　　　（7）
　　λ＝2⑦・，一・・，加，ツ）3λ⑫，ツ）　　　　　　　　　（8）
と描写できる。ところが，すべての価格および所得がごくわずかしか変化しな
い場合には，所得の隈界効用は一定とみなしても差し支えない。これに加え，
個人が至福点に達Lていない隈り所得の限界効用は正であ飢したがってこの
ときには，効用の変化と貨幣的評価との問に正比例的な関係が存在することが
（6）式から理解される。その結果，徴小な効用変化に対しては，貨幣所得の変
化（め）から価格変化に伴う支出額の変化（Σ物伽）を差し引いた値を，経
済厚生の変化を適釧こ表わす指標として利用することができるのであ飢
　しかしながら，経済変化によって個人の効用が大きく変化する場合はどうで
あろうか。大きな効用の変化は徴小な効用変化が継続的に発生Lたことの累積
結果であると考えれば，（6）式の両辺を積分することにより個人の効用変化は
一般的に，
　　〃一1舳）／かゑ娩ω）伽〕　　　　（・）
と表わせる。ここでは，各財の需要量と所得の隈界効用は，（7）式と（8）式から
（1）この関係式はBums〔2〕の（8）武に対応する。
（2）カは〃種の財の価格ベクトルを意味する。
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わかるように，通常は勿種の財の価格と所得に依存するという事実を明示して
おいた。（9）式においては，効用変化とその貨幣的評価との媒介的役割を果た
す所得の限界効用それ自体が内生的に含まれ，価格や所得の変化につれ大きさ
を変狐そ漱単純に／め一ξ鵬の値を効用変化の一義的な貨幣尺
度とするわけにはいかないので狐また・線積分1写娩φの値は一般に
積分経路に依存するから，初期値と最終値が同一の変化に対し，変数の調整過
程いかんによって異なる貨幣的評価が付されることになりかねない。これらの
問題点を回避し，観察可能なデータに基づき効用の変化を一義的に確定するに
はどうしたらよいかを次節以降で検討することにしよう。
皿　所得の限界効用一定のもとでの計測
　所得の限界効用を一定と仮定する場合には，（9）式に従い効用変化を観察可
能な情報でもって適切に計測できそうである。ただし，所得の隈界効用は前述
の通り価格と所得の関数であるから，一定といっても幾つかの解釈が成り立つ。
以下では，所得の限界効用が価格と所得の双方から独立の場合，および所得の
みと独立の場合を取り上げ，それぞれの状況のもとで効用の変化はいかに計測
されうるかを解明することにしたい。｛割
1．価格と所得からの独立性
　（8）式が示すように，所得の限界効用は，各財の価格と所得の関数である。
またそれは，すべての価格と所得が同一の割合だけ変化するときにはその割合
の逆数倍と底り，マイナス1次同次の性質を有する。ωこのように，所得の限
（3）拙稿〔17〕においては，本稿で扱っている経済厚生の計測可能性の間題が，特に補
　償変化の概念を中心に検討されている。
（4）いま，すべての価格と所得がα倍になったとしよう。各財の需要量はゼロ次同次性を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂σ宥するので不変であるパれ故・（3）式よりλ＝万／加となるが・分子の第1財の隈
　界効用はそのままである。しかし，分母の第ξ財の価格はα倍になるから，所得の隈
　界効用2は1／α儘になる。この点については，samuelson〔12〕を参照せよ。
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界効用は一般に価格と所得の水準に依存するのであるが，仮にすべての価格と
所得から独立で一定と想定Lよう。つまり，λ≡λ⑦，ツ）と仮定する。
　いま，経済変化が生じる以前の価格と所得を⑫O，ツ0）＝⑫0ユ，……，が何，ツ），
変化後の新しい価格と所得を⑦’，ヅ）＝⑦’1，一・・，が疵，ツ）で表わし，貨幣所
得の変化をカ＝ヅーツoによって示すことにしよう。そうすると，所得の隈
界効用が価格と所得の双方と独立な場合にはこれを（正の）定数として扱える
から，（9）式は
半一イ＞舳伽　　　⑯
のように書くことができる。上式右辺の第2項は，普通需要曲線に基づくマー
シャル的な消費考余剰の概念を，多数の財の価格が変化する状況に拡張したも
のである。⑩式によれぱ，経済変化に伴う個人の効用変化は，所得の実際
の変化小（貨幣所得が増加するときはプ7ス・反対に減少するときはマイナ
、ス）と，新旧価格が囲む普通需要曲線の左側の面積（価格が下落する財につい
てはプラス，反対に上昇する財についてはマイナス）を各財について集計した
値／押伽を加え合わせることによって把握しうることが知ら帆
あるいは，経済変化の結果として個人の所得には変化がみられず，価格のみ
ががからグヘ変わる場合には・1ξ幼伽の値が経済厚生の変化を適如こ
奉わす貨幣的尺度になる。特にある1つの財，たとえば第づ財の価格かのみ
が変化し，その他の財の価格は不変のときには，他財の需要がどうなるかに注
意を払う必要はない。第5財に対する普通需要曲線と価格が｛，灼によって形
成される面積1柳を計測棚其効用の変化1ま正しく表示されるので狐
　次に，所得の限界効用が価格と所得から猿立であるという仮定の意味を探る
ことにしよう。そのために，r聞接効用関数」の概念を導入する。これは各財
の価格と所得が与えられる場合，消費者にとって達成可能な最大の効用水準を
実現するものである。理論的には，各財に対する需要関数（7）を直接効用関数
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（1）に代入することにより求められ，
　　γ＝γ（加，……，加，ツ）＝γ⑦，ツ）　　　　　　　　、　　　　　⑩
と表わせる。この間接効用関数は，∂η助＜o，∂γ／∂ツ＞0という性質を持つ。
　さて，間接効用関数を用いると所得の限界効用は一般的に，λ⑫，ツ）…
∂γ⑫，ツ）／∂ツと定義されるから，第4財の価格かの変化に対する所得の隈界
効用の変化は，
　　∂λ　　　　∂λ　　∂灼　　一≡一幼一一λ一　　6≡1，……，〃　　　　　　⑫　　∂伽　　　　妙　　砂
で与えられる。‘5〕ところが本項では，所得の隈界効用は価格および所得から独
立と仮定しているのであるから，このことは∂〃伽＝o，∂2／砂＝oと置くこ
とに等しい。したカミって⑲式より，所得の隈界効用一定の仮定は，∂剛勿＝O
（仁1，……，〃），すなわちすべての財に対する需要が所得には依存しないと仮
定していることを意味するのである。言いかえると，当面の個人にとって，需
要の所得弾力性ないし所得効果はあらゆる財に関しゼロとみなしているわけで
ある。
　このように所得効果をゼロと仮定する場合には，スルツキー方程式∂卿物
＝∂娩／∂刎卜幻（∂娩／∂ツ）から，普通需要関数と補償需要閑数とは同一のもの
になることがわかる。さらに補償需要関数に関しては，6とノの対称性が成立
する。｛勧したがって，所得の隈界効用が一定とされる普通需要関数に対してば，
　　∂娩　　∂幻　　万≡万　　い；1ジ．．．’．・犯　　　．　　　　⑲
が常に満たされる。この条件が成立するということは，Σ幼伽　は完全徴分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　缶
（5）す汰わち，∂〃助ド∂（∂η∂ツ）／∂伽＝∂（∂η伽）／∂ツ。ところが，筒接効用関数の極大
　化条件は∂η∂伽二一伽であるから，これを考慮に入れると，∂1／伽＝一∂（松）／卵＝
　一狗（∂λ／aツ）一λ（細／∂ツ）を得る。Samue1son〔12〕の⑬式，Seade〔15〕の（9）式を
　みよ。
（6）つまり，∂物／助3；σ＝∂物／助毒1σ（九ノ＝1，……，〃）。詳LくはSamuelson〔13〕の
　第5章を参照せよ。
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方程式であ1・⑩式の線積分1ξ狛φの値は積分経路から独立となること
を意味する。1刊詳述すれば，価格がどのような調整経路を辿ってがからグヘ
移行Lたかに留意する必要はなく，変化前と変化後の価格についてのデータが
あれ1其需要関数を利用して1ξ脇の値を一義的に確定できることに帆
特定の効用変化に対して一義的な貨幣的評価を下すことが可能となりはじめて，
各種の経済変化を経済厚生の観点から判断することが意義あるものとなるわげ
である。
2．所得からの独立性
　前項においては，所得の隈界効用λが価格と所得の双方に依存しないという
仮定を設け，（9）式の中の1をいわば外生的に扱うことにより効用変化の貨幣的
尺度を見出Lた。しかし，これよりも緩やか恋仮定のもとで所得の限界効用を
内生変数とみなしても，効用の変化を一義的に貨幣タームで表現することが可
能になる。以下ではこの点を明らかにしよう。⑧
　今度の場合には，所得の隈界効用は所得から独立でその変化に対L一定であ
るが，価格の変化からは影響を受げるものと仮定する。換言すれぼ，∂λ／妙＝0，
∂2／∂伽≠oとみなす。それ故，所得の限界効用は2⑦）…2（力，ツ）と書ける。こ
の状況下では⑫武で示される関係は，
　　∂池）　　　　∂脇　　　　　＝一λ⑦）一　　　∂伽　　　　　∂ツ
となるから，これを積分すると所得の限界効用は，
・⑦）一肋・（一11拷伽）　　　⑭
のように表わせる。この式は所得の隈界効用が観察可能なデータによって内生
的に確定されることを示唆する。
　さて，⑭式で与えられる所得の限界効用の関係式を援用しつつ，（9）式から
（7）線積分の性質については，たとえばTaylor－Mam〔18〕の第15章を参照せよ。
（8）本項の分析はSeade〔15〕の研究成果に基づくものである。
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効用変化の貨幣的尺度を求めるため，r補償変化」と「等価変化」の二つの概
念を用いることにする。第1に補償変化は，価格変化たいし所得変化から生じ
る消費者の効用変化をちょうど相殺するのに必要な所得の変化，と一般的に定
義される。したがって，聞接効用関数に基づいてこれを陰伏的に定義すれぱ，
　　17（グ，ツo）≡γ（グ，ヅーCγ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑱
を成立させるような所得の変化，Cγが補償変化に該当す乱以上の補償変
化の定義では，通常扱われる価格の変化だけではなく，個人の貨幣所得それ自
体が変化する可能性も考慮してある。また補償変化の値は，所得の増加ないL
価格の下落が生じる場合にはプラス，反対の場合にはマイナスとなるよう定め
てある。第2に等価変化は，価格変化ないし所得変化によってひき起こされる
のとちょうど同じ効用の変化を実現するような当初の状態での所得の変化，と
定義できる。それ故，
　　γ⑦’，ヅ）＝γ⑦o，ツo＋五γ）　　　　　　　　　　　　　　　　　⑲
が成り立つような所得の変化，Eγを等価変化と呼ぶ。
　それでは，まず，観察可能なデータから計測しうる補償変化の具体的表現を
提示することにLよう。いま（9）式に関連して，がからグヘの価格変化によ
　　　　　　　　　　　　グ｛一て生じる効用の変化（1戸伽）と・川μγ一の所得の変化
　　　　　　　　　　　　　　ツ」Cγによって生じる効用の変化（1肋）がち1lど等・／なるよ牝所得の
　　　　　　　　　　　　　　ツ0
補償変化（Cγ）が行孜われたものと考える。言い方を換えれぱ，価格変化に
伴う効用の変化を相殺L，消費者の効用水準を一定に留めるようた（貨幣所得
の変化を考慮に入れた上での）所得の調整がたされたとする。この場合，∠σ
＝Oであるから（9）式から
　　ヅーCγ　　　　　　力1｛　　1ヅ1ぴ）勿一1パ）押舳伽　　　　　㈹
が得られる。上式を補償変化の定義式⑮に即Lて解釈すると，⑰式の左辺は，
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γ⑫1，ヅーC17）一γ⑫’。ヅ）の値を意味し，価格グのもとでの所得変化に
起因する効用の変化を表わす。これに対し右辺は，17⑦1，ヅ）一γ⑦o，ダ）の
値に対応し，所得ツoのもとでの価格変化に伴う効用の変化を示す。なお，各
財の需要量狛は初期の所得ヅに関して規定されているから，これらは観察可
能な普通需要関数を意味することを付言しておく。
　所得の限界効用は所得から独立と仮定されている点を配慮しながら⑰式の
左辺を積分すると，
　　　　　　　　　　　　グ｛舳μγ升1が！⑦）抑ヅ）伽
のようになり，これを補償変化（Cγ）について解けぼ，
・1一ψ弍11［鵠1押舳φ　　　⑱
という関係を見出す。ここで，カ＝ヅーツ0。また，∂γ／∂伽＝一加が成立す
るので条件⑱は満たされ。上式の右辺の線積分は積分経路とは独立にその値
が確定することが理解できる。
　さらに，⑭式で求めた所得の限界効用の公式を⑱式に代入するとともに，
右辺第2項の符号をブラスにたおせば，最終的に補償変化は
・・一吻・ll｝・・（一11堵伽）ξ柵ヅ）伽　⑲
と表現され乱この公式を前項の⑩式と比較すると，今回の場合の方が複雑
にはなっているが，形式的には類似していることが容易にわかる。⑲式によ
れぱ，所得の隈界効用が所得から独立であるとの仮定だけを置げば，所得の実
際の変化。普通需要関数あるいは需要の所得弾力性など観察可能なデータに基
づいて補償変化を計測することができる。したがってこの場合，経済厚生の変
化を適切に表わす貨幣的尺度が得られることを教える。
　次に，等価変化に関する公式も，補償変化に関する公式⑲を求めた方法と
同じようにして，
　936
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ツo＋亙γ　　　　　　力o｛1　λ⑦。）φ一∫、λ⑫）～他ヅ）伽
ヅ　　　　　　　カ｛
から
〃一刈111・・（一11拷φ）押舳φ ⑳
のように導出できる。一刮ただし，狗は新しい所得ヅに関して規定される普通需
要関数である。
IV　需要の所得弾カ性一定のもとでの計測
　前節では，所得の限界効用一定を二つの意味に解釈して，経済厚生の変化が
観察可能な清報に基づきどのように計測されるかを明らかにしれ同時に，所
得の限界効用が価格と所得の双方の変化に対し一定とする仮定は，需要の所得
弾力性をゼロとみなすことに等しい点も述べた。次に本節においては，各財の
需要の所得弾力性が一定かつ均等と仮定する場合，効弔g変化惇観察可能なデ
ータを利用していかに計測されるかを究明したいδそのため隼，これまでの検
討とは幾分異なる枠組みの中で分析を進める。ω
　はじめに，r所得補償関数」の概念を・導入しておく。ωこれは消費考が価格力
に直面する場合に，別の状態（ク，ツ）のもとで享受できた効用と同一の水準を
緯持するのに必要とされる最小所得を与えるもので，〃⑦1ヵ、ツ）によって表
示することにしよう。胸か牟る所得補償関数を用いて補償変化の定義式鱒を
書き換えれば，
（9）等価変化の定義式⑱に即して述ぺれば，鈎式は　γ（が，ツO＋Eγ）一γ（ヵ0，ヅ）呂
　γ（が，ヅ）一γ（グ，ヅ）の関係を示すものである。そLて，⑳式の左辺を積分Lた後
　亙γについて整理し，こ加こ⑭式を代入すれぽ⑳式を得る。
㈹　以下の考察は，WilIig〔19〕の今析を多数の財の価格が変化する場創こ一般化Lた
　ものである。
⑩　この関数については，McKen2ie〔10〕を参照せよ。
⑫　表謁上の区分として，個人の劾用水準を一定に維持するための所得変化に対しては，
　特に川こ代えて〃を使うことにする。
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　　ヅーCγ＝〃⑦11力o，ツo）
となるから，補償変化は次のように表わせる。
　　Cγ＝ヅー〃⑦11グ，ツo）
　　　　＝〃一〃⑦・1グ，ヅ）十ツパ　　　　　　　　　　　　　⑳
Lたがって，上式におげる所得補償関数を観察可能なデータに基づき具体的に
表現できれば，補償変化による効用変化の貨幣的評価が得られることがわかる。
そこで，所得補償関数の具体的表現を求めることにしよう。
　前述の通り，ここでは各財に対する需要の所得弾力性は一定と仮定されてい
る。この仮定は，第皿節第1項の所得弾カ性をゼロとする場合を特殊ケースと
Lて含むものである。需要の所得弾カ性が一定という仮定から，第6財の所得
弾力性（η1）は
　　∂幼⑫，ツ）　　ツ　　＿　　　　　　　　　　　＝η・　6＝1，……，〃　　　　∂ツ　　狛⑦，ツ）
と定義でき私　ただし，η・は定数であ飢　これより微分方程式　伽／娩＝
η｛（φ〃）を得るので，第ク財に対する需要幼について解けば，
舳）一物ω）［ナr　　　　　　　⑳
のようになる。㈲
　ところで，個人の貨幣所得の変化は一般的には（5）式で表わせる。しかし補
償変化の場合には，初期の効用水準が一定に緯持されるよう所得の調整がなさ
れるわけで，所得の隈界効用λを正とみれば（4）式から，Σか幼≡0が成り立
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛
つ。このとき，（5）式は勿＝Σ物伽と恋るから，個人の効用を一定水準に保
　　　　　　　　　　　　　｛
つ所得変化は，
　　　　　柵　　6〃＝Σ：物（カ，〃（列が，ヅ））ψ｛　　　　　　　　　　　　　　　㈱
　　　　　｛昌1
⑱すなわち・1榊一1η舳よ1・1・・榊1・・ツ・・となるから，炸α鮎得
る。初期条件を利用しα＝π｛（ヵ，ツo）／〔グ〕可｛を代入すると，堀（ヵ，ツ）＝吻（力，ヅo）ひが〕仰
が求められる。
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と表わされる。ωなおこの幼は，’初期の効用水準を維持するように所得の補償
がなされた上での第5財需要量を示すから，補償需要関数を意味する。そして，
⑳式のツを所得補償関数〃に置き替えたうえで，㈱式を鋤式に代入すれば，
〃一ゑw）［”（力1苧ヅ）1η払　　　⑳
を得る。
　多数財の価格変化を含む一般的場合について，㈲式から所得補償関数の具牢
的表現を見出すには、さらに香財の需要の所得弾力性はすぺて等しいという仮
定を置く必要がある。すなわち，η・＝……＝η冊＝ηが成り立つものと仮定す
れば，⑳式は，
　　　　　　　　　　　　　　　　兄　　［〃（釧が，ヅ）コー吻〃≡（ツ0）一田［Σ；娩⑦，ヅ）伽］
　　　　　　　　　　　　　　　　｛＝1
のようになり，上式の爾辺をグからグまで積分すれば，η≠1の場合には
［”（w）「1≡1舳舳仰一（仰1111細ヅ）伽
が求められる。さらに，〃⑫O　lク0，ツO）≡ツ0の関係を利用しながら上式を整理
すると，ついに所得補償関数は
・（グ1〃）一ヅ［・一宇1派（〃）伽1岬　　㈱
という形で表わされることがわかる。
　それ故，所得補償関数の公式⑳を補償変化の定義式⑳に代入すれば，補
償変化は
・γ斗ヅ［［・一㌢l1冷舳）炉一・1　㈲
によって実際に計測されうる。一定と仮定された需要の所得弾力性の値（η），
消費老の貨幣所得（ツoとy），およびマーシャル的な消費考余剰の総計，すな
⑭　この関係式は補償変化を求める際に中心的な役割を果たす公式である。拙稿〔16〕を
　参照せよ。
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わち普通需要曲線と新旧価格に囲まれた面積を価格変化を示した財に関し合計
・した値（1亭鵬）を推定することにより，経済厚生の変化を把握することが
可能になるのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　カ0｛さらに・より簡潔な形で補償変化を捉えるため・・彗1、ξ幼舳伽と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　篶
置き，〔1一（1一η）∫〃oコ眈■可を近似的に2次の項までテーラー展開すると，
テの結果は1－S〃o＋η∫2／2（ツo）2にな㍍この関係を㈱式に代入して整理
すれば・補償変化は近似的に，
　　　　　　　　　　ηs2　　Cy亀■ツ十S一一　　　　　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　鶴　　　　　　　　　　砂0
として計測できる。仮にηS2〃0の値が無視しうる程度の大きさのときには，
貨幣所得の変化額と消費考余剰の和で補償変化を近似してもよいと言えよう。
　次に等価変化も，以上で説明した方法に即して考えていけば同じように求め
ることができる。その概要を示しておこう。等価変化の定義式⑲は
　　ツ0＋Eγ＝〃（州力’，ヅ）
と書げるから，等価変化は
　　E7＝〃ぴ1グ，ヅ）づ0
　　　　昌吻十〃⑦O　lグ，ヅ）一ヅ　　　　　　　　　　　　　　　　　鶴
のように規定しうる。この場合，経済変化後の効用水準を実現させる消費者へ
の所得調整は，鱒式に対応して
〃一ゑ池ヅ）［”（力戸ヅ）1η払
となる。」二の徴分方程式を解き，〃⑦11グ，ヅ）＝ヅを用いるたどして整理を
行なえば，次式のような形で所得補償関数を表わせる。
附〃）一ダ［・・㌢l1知舳伽1～　　⑳
ここで，普通需要関数幼は変化後の所得ヅに関Lて穣成されている点に留意
しなげれぱならない。⑳式を⑳式に代入すれば，等価変化は結局
　94g
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〃一州［［・・デlll1払（〃）伽ヂー・」　鉤
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　カ要の公式に従って実際に計測可能と脇さらに・・1、押舳φと置
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　カ｛
き，［1＋（1一η）Fノツ1］1n■明を2次の項までテーラー展開すると1＋F／ヅ十
ηF2／2（ヅ）2とたる。これを帥式に代入すれば，近似的に
　　　　　　　　　　η仰　　”叫十ガ十ア　　　　　　　　鋤
が成立する。
　おわりに，もL個人の貨幣所得に変化がないならば（ツ0＝ヅ），∠ツ＝O，および
S＝Fとなるから，補償変化鴎式と等価変化鉤式はそれぞれ，8一ηS2／2グo，
S＋ηS2吻oとLて近似的に把握できる。
V　個人の効用変化の集計
　これまでの分析においては，経済は一人の個人ないしは同じ選好を持つ個人
の1集団から構成されるものと想定し，この個人の効用変化がいかに計測され
うるかを述べた。1個人からなる経済杜会については，個人の経済厚生の変化
は杜会全体の厚生変化を意味するので，個人について計測できれば，その発生
原因である経済変化が杜会的に望ましいか否かを容易に判断しうる。
　しかL，経済変化によって複数の人々が同時に影響を受けるのがむLろ日常
的な事柄であろうから，1個人のみを考察対象とするのは単純な方法と言える。
それ故，多数の個人を含む枠組みのもとで，効用変化の貨幣的評価を求めるこ
とが望まれる。ただし二人以上の個人を扱う場合，杜会全体からみた経済厚生
の変化を1つの指標で表現するには，何らかの形で各人の効用変化を集計する一
必要性が生じる。その際，各個人の効用にどのようなウエイトを付げて集計し
たらよいかという，効用の個人間比較の問題に新たに対処せざるを得ないので
ある。本節では，いかなる条件のもとで個人の効用変化は集計でき，経済全体
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の厚生の変化が計測できるかを検討することにしよう。胸
　そのために，第皿節で示Lた分析を〃人の個人が存在する場合へと拡張する。
このとき，個人居（居＝1，……，刎）の直接効用関数は，
　　肌＝肌（伽。……，伽，一・・，娩盟）　　后＝1，……，肋　　　　　　鯛
のように表わせる。ここで伽は，個人尾による第6財g消費量を指す。どの
個人も各財に対する需要に関L独占力はなく，同一の価格に直面するものとす
れば，効用極大化条件は，
　　∂σ孟
　　一＝λψ毒　　居＝1，……，刎〃＝1，一・・，〃　　∂娩｛
になる。ただし2砧は，個人尾の所得の限界効用を示す。したがって，以上の
効用極大化条件を用いれば，個人后の徴小な効用の変化は次のように表現でき
る。
　　　　　珊∂σ比　　　　　蜆　　∂σ珪＝Σ一荻肋＝λ庇Σ画伽肋　　　　　　　　　　　　　　鈎　　　　　｛＝1∂娩包　　　　　仁1
また・仰を個人牟の貨幣所得額とすれぼ・予算制約式は〃≡Σか榊　と書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　毒げるから，これより，め此≡Σ加6棚十Σ炊吻ボが得られる。この関係を鋤
　　　　　　　　　　　　　　｛　　　　　　　　｛
式に代入すれば，個人冶の効用変化は（6）式に対応Lて，
　　　　　　　　　　冊　　6σ蛇＝λ元〔勿北一Σκ腕φ｛〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鵠
　　　　　　　　　｛畠1
という形で捉えることも可能になる。
。さて，経済変化が杜会全体に及ぼす効果を知るには，構成員すべての効用変
化を1つの厚生指標に集約L，この指標の動きでもって判断するのが便利であ
私そのためにはいずれにせよ，鵠式で与えられる特定個人の効用変化をす
べての個人に関し集許することを必要とするが，この場合，各個人の効用の杜
会的厚生に対する影響力，換言すれば各人の分配上の杜会的重要性が確定され
蝸李節の議論は・B・子dw・・11〕・D・・…吻・・dP・・…／・〕の第・章・L…㎜・18〕
　の第2，3章，Mohrmg〔11〕，SassoneandScha倣er〔14〕の第4章等を参考にしたo
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ていることを前提とする。いま，杜会を構成する各個人の効用水準σ比（后＝
1，一・・，伽）と杜会全体の厚生指標Wとの間の関係は一般的に，
　　W＝W（σ1，……，σ庇，……，σ㎜）　　　　　　　　　　　　　　　鯛
というr杜会厚生関数」で示されるものとしよう。この杜会厚生関数はパレー
ト最適性を満たし，∂W／∂肌＞Oとする。どのような関数形を用いるかにより，
各個人の効用水準が杜会的厚生に対Lいかなる影響を有するかが具体的に確定
されるから，選択される関数の形状を通じ，個人の分配上の重要性に関する杜
会的な価値判断が表現されるものと言える。
杜会厚生関数鯛の存在を想定すると，各個人の効用が変化する場合，杜会
的厚生は，
　　　　　伽∂w　　6豚≡Σ一6σ此　　　　　　　　　　　　　　一　　　餉　　　　　加1∂肌
のような変化を示す。ここで∂Wノ∂σ岳は，個人冶の効用が1単位変化すると
きの杜会的厚生の変化を意味し，r効用の限界杜会的厚生ユと名づけてお㍍
言いかえると，これは各個人の効用の変化に対して付けられる杜会的なウエイ
トに他恋らない。鋤式に個人の徴小な効用変化の貨幣的評価的を代入Lて両
辺を積分すると，杜会的厚生の変化は，
〃一1か黒［伽一払刈
とLて一般的に表現される。上式における　1此（∂豚／∂σ比）は，個人尾に関す
る所得の限界効用と効用の限界杜会的厚生の積であるから，個人治の所得が1
単位変化するときの杜会的厚生の変化を示す。つ章り　λ胎（∂wノ∂肌）は，個
人尾のr所得の限界杜会的厚生」を意味する。
　経済変化に伴う杜会的厚生の変化は鱒式によって表わせることをみたが，
この公式はそのままでは操作可能とは言えない。なぜならば，一人の個人を対
象にする場合のように，たとえ各人の所得の隈界効用λ走を一定と仮定すると
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　943
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か，価格と所得の関数として表示しえたとしても，鯛式には効用の隈界杜会
的厚生∂π／∂肌が含まれている。各人の劾用にどのようた杜会的厚生上の重
要性を付すべきかという問題に対する答えは，杜会的な価値判断に基づくもの
であろうし，∂wノ∂σ脂を一義的に確定することは無理と考えられるからであ
る。したがって，個人の効用変化の集計として杜会的厚生を観察可能なデータ
のみを用いて表現するには，杜会厚生関数に隈定的な仮定を付加する必要があ
る。その方法の一つは，すべての個人に対．し，効用の限界杜会的厚生が所得の
限界効用の逆数に等しいものと仮定することである。
　　∂、〃　　1　　　　一　　　　　冶＝1，・…・，刎　　　　　　　　　　　　　　　　　鯛　　∂σ庇　λ庇
　この仮定は1角（∂W／∂σ花）＝1と同じことであるから，個人の所得の限界杜
会的厚生がすべて1に等しいとみなすものと言える。換言すると，各個人が受
け取る所得1単位は，どの人に関Lても杜会的厚生を等しく1単位だけ増加さ
せるという仮定である。ち抵みに，以上の仮定は杜会厚生関数が，
　　　　刎　1　　w昌Σ一σ胎　　　　比；1λ乃
という特殊な加法型であると前提していることを意味する。
　さて，鋤式の仮定が成り立つとすれば，鯛式は
　　〃・1差、［伽一差伽伽1
　　　　　　が｛何・牟［小・嶋納1
となるから，特定個人の効用変化の貨幣的評価を刎人の個人について集計する
結果として，杜会的厚生の変化を適切に計測することが可能にな私さらに，
　　　　　　　　　　　　　　　冊’各人の所得変化の総計を　∠「＝Σ1〃，第6財に対する全個人の需要量を
　　　　　　　　　　　　　　　叱一1　　肌xドΣ伽で示せぱ，㈹式は
　　危昌1
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　　　　　　が｛弛〃一〃・／灼砕伽 ⑳
のように表わせ私それ故，社会的厚生の変化を計測するには，各個人につ
いてそれぞれ効用の変化を求める必要性はなく，杜会全体の貨幣所得の変化
（■「），および市場需要曲線と価格に囲まれた面積を各財について合計した値
（lll：ξ肋）を加えれ熾できることが榊
　以上では，各人の所得の限界杜会的厚生1庇（∂Wノ∂σ庇）　が特に1の場合を
取り上げたが，より一般的に，それをすべての個人に関し等しくかつ一定とみ
なしてもよい。すなわち，あらゆる個人について所得の隈界効用が一定かつ等
しいこと（2ド2），および効用の隈界杜会的厚生が一定かつ等Lいこと（∂Wノ
∂σ此≡α）を仮定する場合にも，同様な結果が得られるのである。今度の仮定
は，各個人の効用に対し同一のウエイトを付けた加法型杜会厚生関数
　　　　例　　w＝Σασ比
　　　　此＝1
の存在を想定するものと言える。このようた場合，ある正の定数μについて，
　　λ此（∂閉∂び比）＝λα＝μ　尾＝1，一・，舳　　　　　　　物
が成り立つから，鯛式より，
午ゑ［伽・ll：1払伽1
という関係が容易に求められる。ところが杜会厚生関数は序数的性質を有する
ものであるから，たとえその絶対値を正の定数で除Lても，厚生指標とLての
役割には何ら変化はない。したがって，鶴式の右辺の集計値を杜会的厚生の
尺度とみ汝すことができるのである。
V【　お　わ　　り　に
以上，一人の個人の場合ならびに多数の人びとを含む場合について，経済変
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化の厚生上の効果はどのようにLて観察可能なデータから評価できるかを明確
にした。すなわち，個人の効用変化は一般に（9）式で表わされることを示した
後，いかなる仮定を置けぱ，効用変化の適切な貨幣的尺度が得られるかを考察
した。その結果，所得の限界効用が価格と所得の双方から独立で一定のときに
は⑩式によって，また所得の隈界効用が所得からだけ独立で一定のときには
⑲式あるいは⑳式によって経済厚生の変化が把握されうる。これに加え，各
財の需要の所得弾力性が等しくかつ一定のときには物，鯛式，あるいは飼，
鉤式に基づいて実際に計測できることを明らかにした。さらに・多数の個人か
らたる経済に関しては，杜会的厚生の変化は鯛式のように表現される。そし
て鯛ないL鋤式の仮定が成り立つ場合には，個人の効用変化の貨幣的評価
を集計することにより，⑳，ゆあるいは鱒式を通じ，杜会的厚生の変化を的
確に把握Lうることを究明Lたのである。これらの検討から聞接的に，消費者
余剰の概念が経済厚生を現実に測定する際に果たす役割の重要性を十分に強調
できたものと考える。
　なお本稿では，現実問題に対する経済厚生の測定方法の適用や集計間題の立
ち入った分析はできなかったが，これらについては別の機会をみて考察Lたい。
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